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1. 調査研究の概要 
1.1. 調査研究事業の背景 

日本は他の諸国に比べ急速に高齢化が進んでおり、令和 3 年版高齢社会白書によると、
令和 2 年 10 月 1 日の時点で 65 歳以上の人口は 3,619 万人となり、総人口に占める割合
（高齢化率）も 28.8％となった。65 歳以上人口は、「団塊の世代」が 65 歳以上となった平
成 27（2015）年に 3,347 万人となり、「団塊の世代」が 75 歳以上となる令和 7（2025）年
には 3,677 万人に達すると見込まれている。その後も 65 歳以上人口は増加傾向が続き、令
和 24（2042）年に 3,935 万人でピークを迎え、その後は減少に転じると推計されている。 
総人口が減少する中でも 65 歳以上の者が増加することにより高齢化率は上昇を続け、令和
18（2036）年に 33.3％で 3 人に 1 人になるとされている。令和 24（2042）年以降は 65 歳
以上人口が減少に転じても高齢化率は上昇を続け、令和 47（2065）年には 38.4％に達して、
国⺠の約 2.6 人に 1 人が 65 歳以上の者となる社会が到来すると推計されている。 

超高齢社会に突入した我が国において、社会的に喫緊に対応が求められることの一つに
認知症がある。「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（研究代表者：
二宮利治（平成 27 年３月））を踏まえれば、2025 年の認知症有病者数は 675 万人、2040 年
には 802 万人となる見込みとなっている。 

今や認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなどを含
め、多くの人にとって身近なものとなっており、認知症になることで、多くの方が、買い物
や移動、趣味活動など地域の様々な場面で、外出や交流の機会を減らしている実態がある。 
令和元年 6 月 18 日に発表された「認知症施策推進大綱」では、認知症の人も含め、様々な
生きづらさを抱えていても、一人ひとりが尊重され、その本人に合った形での社会参加が可
能となる「地域共生社会」に向けた取り組みが重要であるとしている。  
 
1.2. 調査研究事業の目的・方針 
 本事業では、認知症になってからもできる限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けてい
くために、移動、消費、金融手続き、公共施設など、生活のあらゆる場面で障壁を減らして
いく「地域共生社会」を実現するための「認知症バリアフリー」の取り組みを、認知症バリ
アフリー宣言、認証を通じて推進することを目指し、以下を実施した。 
 
  認知症バリアフリー宣言制度の試行事業にあたって必要な事項の検討 

認知症バリアフリー宣言制度は、企業・団体等に認知症バリアフリー推進に向けての方
針や方向性を示していただき、それを「見える化」することによって、認知症の人やそ
の家族の方々にとって安心して店舗やサービス・商品を利用できるなどの環境を提供
するとともに、企業・団体の取組を推進することにより、認知症バリアフリー社会の機
運を醸成することを目的とするものである。 
認知症バリアフリー宣言制度の本格実施に向け、厚生労働省令和 3 年度委託事業「認
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知症分野における官⺠連携・取組活性化事業一式」にて「認知症バリアフリー宣言試行
事業」が実施された。この試行事業に向けたスキームと宣言に係る書類様式を検討、作
成し「認知症バリアフリー宣言試行事業」の事務局へ提案を行った。 

 
  認知症バリアフリー宣言制度 本稼働版スキームの検討、提案 

「認知症バリアフリー宣言制度試行事業」から得られた知見を反映しながら、認知症バ
リアフリー宣言制度を本格実施するために必要な運営体制及びその運営体制下で果た
さなければならない機能・責任について検討を行い、本格実施版スキームの設定と、制
度運営・制度の信頼性確保のために必要な規程類の制定、提案を行った。 

 
  より多くの企業・団体による宣言に向けた阻害要因への対応 
  普及・啓発ツールの作成 

企業・団体等が認知症バリアフリー宣言に取り組むためには、認知症バリアフリー宣
言の基準を理解し、認知症バリアフリーの推進に必要な 4 項目についてどのような取
り組みを行うかを定める必要がある。そこで、「認知症バリアフリー」の考え方や宣言
基準の解説、実際に認知症バリアフリーの取り組みを行っている企業事例を含んだ認
知症バリアフリー宣言啓発ツール（ガイドブック、動画）を作成した。 

 
  企業・団体が拠点とする自治体や、その企業・団体の所属する業界団体等による認知

症バリアフリーの取り組み状況や認知症バリアフリー宣言制度の普及に向けた連携
の可能性や検討中の認証制度の導入に向けた調査の実施 
  市区町村における施策の収集と連携意向アンケート調査 
  業界団体等との連携構築に向けたアンケート調査 
  制度普及に向けた連携意向ヒアリング調査 

 
  審査員の養成に関する検討 

令和２年度に作成された認知症バリアフリー認証基準及び審査フローの仮説を基に、
認知症バリアフリー認証審査のための審査要領⾻⼦（案）について、「認知症バリアフ
リー宣言試行事業」で得られた知見を反映しながら作成を行った。 

 
1.3. 調査研究事業の全体像 
 本事業では、日本認知症官⺠協議会にて行われた「認知症バリアフリー宣言試行事業」か
らもインプットを得ながら以下の調査研究を行った。 
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1.4. 実施体制 
 本事業の推進にあたっては、有識者からなる専門委員会を設置し審議を行った。 
【事業運営】 
担当事業内容 役職名 氏名 
・事業全体統括 ・作業部会委員 所⻑ 末安 いづみ 
・専門委員会運営補助 ・作業部会運営補助 
・アンケート、ヒアリング調査補助 ・報告書作成 

上席研究員 
 

加藤 芳幸 
（令和 3 年 6 月末ま
で） 

・専門委員会運営補助 ・作業部会運営補助 
・アンケート、ヒアリング調査補助 ・報告書作成 

副所⻑ 
 

福永 敬一 
（令和 3 年 7 月よ
り） 

・専門委員会運営補助 ・作業部会運営補助 
・外注事業者管理  
・アンケート、ヒアリング調査 ・報告書作成 

主任研究員 嶋本 佳晃 
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・専門委員会委員 ・作業部会委員 
・アンケート、ヒアリング調査補助 ・報告書作成 

主任研究員 赤井澤 潤 

・専門委員会運営 ・作業部会運営 ・会計  
・アンケート、ヒアリング調査補助 ・報告書作成 

研究員 小越 菜恵 

経理 課⻑ 八牧 実香⼦ 
 
【専門委員会】 （◎は委員⻑） 

所属／肩書 氏名 （敬称略） 
東京大学   
品質・医療社会システム工学寄付講座 特任教授 

水流 聡⼦ ◎ 

一般財団法人 日本規格協会 
標準化研究センター 主任研究員 

赤井澤 潤 

株式会社 コスモプラン 
取締役副社⻑ 

菊地 誠 

同朋大学 
社会福祉学部 社会福祉学科 教授 

下山 久之 

公益社団法人 認知症の人と家族の会 
副代表理事 

杉山 孝博 

特定非営利活動法人地域共生政策自治体連携機構 
事務局⻑ 

石井 信芳 

社団法人 認知症高齢者研究所 
代表理事 

羽田野 政治 

一般社団法人 シルバーサービス振興会 
常務理事 

中井 孝之 

元 中央大学 
法科大学院 教授 

本田 純一 

 

専
門
委
員
会 

全
３
回 

開催日時 議題 
第 1 回 
2021/9/22 

1. 本年度事業概要 
2. 認知症バリアフリー宣言（仮称）の試行事業実施概要 

第 2 回 
2022/2/10 

1. 老健事業及び試行事業進捗報告 
2. 自治体アンケート調査結果概要報告 
3. 宣言ガイドブック、啓発動画の構成検討 
4. 宣言制度規程類（運営規定、維持管理遵守事項）の検討 
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第 3 回 
2022/3/25 
 

1 ．認知症バリアフリー宣言制度開始報告 
2 ．認証バリアフリー宣言啓発ツール作成報告 
3 ．業界団体アンケート調査結果報告 
4 ．普及啓発に向けたヒアリング結果報告 
5 ．認証審査員の養成に関する検討について 
6 ．次年度実施事項について 

 
 
【作業部会】 （◎は委員⻑） 

 

 
 
 
 

所属／肩書 氏名 （敬称略） 
一般社団法人 シルバーサービス振興会 
事務局⻑ 

久留 善武 ◎ 

特定非営利活動法人地域共生政策自治体連携機構 
事務局⻑ 

石井 信芳 

一般財団法人 日本規格協会 
標準化研究センター 所⻑ 

末安 いづみ 

一般財団法人 日本規格協会 
標準化研究センター 主任研究員 

赤井澤 潤 

作業部会 全１回 
開催日時 議題 
第 1 回 
2021/8/5 

1. 今年度事業概要について 
2. 委託事業スケジュールについて 
3. 老健事業全体概要及び作業部会での検討事項について 
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1.5. 調査のスケジュール 

事業実施年間スケジュール表 

 令和３年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

  

 

事 

業 

実 

施 

内 

容 

 

 １０月 １１月 １２月 令和４年１月 ２月 ３月 

 

  

事 

業 

実 

施 

内 

容 

 

                             

 

●第 1 回作業部会 

認知症バリアフリー宣言の試行事業にあたって必要な事項の検討 

アンケート、ヒアリング調査に係る検討 

より多くの企業・団体に

よる宣言に向けた阻害

要因への対応 

試行事業を通じた、本

稼働版スキーム、制度

運営規程類の検討 

試行事業を通じた、本稼働版スキーム、制度運営規程類の検討 

 

より多くの企業・団体による宣言に向けた阻害要因への対応 

●第２回専門委員会 ●第３回専門委員会 

本稼働版スキームの提案 

審査員養成に関する検討 

普及・啓発ツール作成に向けた調査・検討 

市区町村アンケート調査 業界団体アンケート調査 

報

告

書 

作

成 

普及・啓発ツール作成 

連携意向ヒアリング調査 
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2. 認知症バリアフリー宣言制度の導入にむけた調査 
 本補助事業では、本年度認知症バリアフリー宣言制度の導入を見据えて実施される「認
知症バリアフリー宣言試行事業」と連携して調査を実施した。 

具体的には、宣言の試行事業に先立ち必要な事前検討を行い、試行事業の受託者に対し
て提供するとともに(2.1.参照)、試行事業の結果を踏まえた正式導入版の運営要領等の宣言
制度のスキーム文書を専門委員会で検討し(2.2.参照)、宣言制度の導入について検討する日
本認知症官⺠協議会内に設置された「認知症バリアフリーWG 」及び「認知症バリアフリ
ー宣言・認証検討委員会」にむけて、検討結果を取りまとめた資料の提供を行った(2.3.参
照)。 
 
2.1. 宣言制度の試行事業にあたっての必要な事項の検討 
2.1.1. 宣言制度のスキームに関する整理 

試行事業では、試行参加企業等に宣言の作成を依頼することに加えて、スキーム自体の
妥当性検証調査についても実施することが必要である。このため、本事業においては、参
加企業等向けに実施するスキーム案の説明を見据えて、まず事務局において昨年度の老健
事業において取りまとめた宣言制度のスキーム案、宣言基準案を精査したうえで、資料の
整理をした。また、試行事業においても検証が必要となりうる検討事項を整理した(図
2.1.1-1 参照)。これらについて、第１回の専門委員会に諮り、試行事業に向けた進め方と
して承認を得た。 

 
図 2.1.1-1 試行実施に向けたスキーム案及び検討事項 

 
 

2.1.2. 制度運営のための WEB サイトの検討 
 2.1.1 で示した検討事項の一つである WEB サイトについては、試行事業において具体的
な設計が行われるものであるが、宣言制度のスキーム文書において規定する申請受付・登
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録等のフローの実行可能性を担保する観点から、WEB サイトに必要な機能、コンテンツ
構成についても試行事業に先立ち検討しておく必要がある。 

このため、図 2.1.2-1「WEB サイトイメージ」として整理し、試行事業受託者に対して
WEB 設計の参考情報として提供するとともに、当事業における宣言制度のスキーム文書
の精緻化に活用することとした。 

図 2.1.2-1  WEB サイトイメージ 

 
 
2.2. 試行事業の結果を踏まえたスキームの精緻化及び文書化 
2.2.1. 試行実施結果 

試行事業における検証結果は、図 2.2.1-1 「試行実施結果」の通りであり、宣言作成の
ための基準の内容、WEB サイトを通じた申請受付フローについても、おおむね妥当であ
るとの調査結果を得た。 
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図 2.2.1-1 試行実施結果 
(令和３年度第２回認知症バリアフリーＷＧ【資料 2-１】抜粋) 
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2.2.2. スキームの精緻化及び文書化 
試行事業の結果、厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課、及び試行事業受託者

からの意見収集も踏まえ、宣言制度スキームの詳細を示した「認知症バリアフリー宣言運
営要領」(以下「運営要領」と記す。)、及び宣言制度を利用する組織が遵守すべき事項を
示した「認知症バリアフリー宣言 維持管理遵守事項」(以下「維持管理遵守事項」と記
す。)について検討し、取りまとめた内容を第２回専門委員会に諮り、承認を受けた。 

宣言制度のスキームについては、下図 2.2.2.-1 のとおりである。 
 

図 2.2.2-1 宣言制度スキームの概要  
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また、「運営要領」、「維持管理遵守事項」の概要、位置づけ、作成における留意点を次に
示す。 

文書名 位置づけと概要 作成における留意点 
運営要領 制度の運営ルールを対外的

に示した文書。申請受付〜
登録等の手順、宣言作成す
る際に準拠すべき基準であ
る「宣言基準」等を含む。 

  宣言の申請組織が、自らの宣言の
及ぶ対象範囲を、申請後に任意か
つ随時変更可能とすることで、制
度利用のアクセシビリティを高め
た。 

  登録組織の一時停止、取消の仕組
み、確認の仕組みを設け、制度の信
頼性を確保した。 

  運営事務局の決定に対する異議申
し立ての仕組みを設け、公正性を
確保した。 

  申請受付から更新までのプロセス
フローを、WEB サイトの設計作業
と連携して実施することで、実効
性や制度運営の効率性(運用コス
トの低減)に配慮した。 

  宣言ロゴマークのダウンロード、
宣言内容など登録情報の更新手続
きは登録組織がマイページから随
時実施できるようにすることで、
利用者の利便性向上に配慮した。 

  制度利用の事務手数料について
は、実費等を勘案し、厚生労働省に
協議するものと規定し、官⺠協議
会の議論にゆだねた。 

維 持 管 理 遵 守 事
項 

制度利用にあたって遵守す
べき事項を示した文書。「認
知症バリアフリー宣言 運
営要領」に記載している組
織 の 義 務 部 分 を 含 めて規
定。 

  制度の信頼性を確保するため、宣
言組織が遵守すべき事項を予め示
し、登録申請段階で本文書の理解
と同意を求める仕組みとした。 

  宣言ロゴマークの使用規則を規定
し、適切な使用方法、範囲等を示し
た。 
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「運営要領」については 2.2.2.1 で、「維持管理遵守事項」については、2.2.2.2 におい
て、それぞれの全文を掲載する。 

 
2.2.2.1. 運営要領 
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2.2.2.2. 維持管理遵守事項 
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3. 認知症バリアフリー宣言制度啓発ツール 
3.1. 認知症バリアフリー宣言制度ガイドブック 

認知症バリアフリー宣言に取り組むためには、基準に適合した体制の構築が必要とな
る。この体制構築を進めるにあたって直面する可能性のある、「どうしたらよいかのやり
方の壁」、「人材の壁」を克服するためのツールとして、令和 4 年度から開始する「認知症
バリアフリー宣言」制度ガイドブックの作成を行った。 

「認知症バリアフリー宣言」制度ガイドブックの作成に際しては、これまでの調査結果
によって蓄えた知見や日本認知症官⺠協議会が発信する情報を参考にするとともに、すで
に認知症バリアフリーに取り組んでいる企業・団体に対してヒアリング調査を実施し、今
後、新たに認知症バリアフリーに取り組む企業の参考になるよう企業・団体の取組み事例
の掲載も行った。 

作成したガイドブックは以下の通り。 
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3.2. 認知症バリアフリー宣言制度啓発動画 
 認知症バリアフリーの拡大に向けては、認知症バリアフリー宣言制度についてより多く
の企業・団体に知っていただき、宣言をしていただく必要があることから、制度創設の背
景や制度の概要を分かりやすく知っていただくための、制度紹介動画の作成を行った。 
「認知症バリアフリー宣言」制度紹介動画の作成に際しては、これまでの調査結果によっ
て蓄えた知見や日本認知症官⺠協議会が発信する情報を参考にした。 
 作成した紹介動画の概要は以下の通り。 
 
【オープニング】 

 
 
【認知症に関する基本情報・制度創設の背景】 

 
 
 
 



51 
 

【認知症に関する基本情報・制度創設の背景】 

 
 
【認知症バリアフリー宣言制度の紹介】 

 

 



52 
 

4. 認知症バリアフリー宣言制度普及に向けた調査結果 
4.1. 制度普及に向けた市区町村における施策の収集と連携意向アンケート調査 
4.1.1. 調査目的 

認知症バリアフリー宣言制度の普及に向けては、各市区町村で展開されている認知症施
策との連携や、運用上の壁を生じさせないことが重要となる。そこで、認知症施策との連携
の可能性や施策として推進する上での課題、企業と連携する上で開示して欲しい情報など
について把握するため市区町村対象にアンケート調査を実施した。 

また、市区町村の認知症施策については、「認知症分野における官⺠連携・取組活性化事
業」にて制作が行われている WEB サイトによる公表も見据え情報収集を行った。 

 
4.1.2. 調査対象 

全国の市区町村の認知症施策担当部署 
 
4.1.3. 調査方法 
 都道府県から各市町村の担当部署に回答を依頼。WEB にて回収を行った。 
 
4.1.4. 調査項目 

令和 4 年度からの本格実施を見据えた、認知症バリアフリー宣言制度と市区町村におけ
る認知症施策の親和性、現在検討を行っている認証制度との親和性の他、認知症バリアフリ
ー宣言、認証を市区町村の施策として推進する上での課題、宣言企業・団体に開示して欲し
い情報等を把握した。また、市区町村における認知症施策の内容（概要や掲載 URL）につ
いても調査を行った。調査項目については、資料編を参照。 
 
4.1.5. 調査結果 
F1.回答自治体規模の分布 

全回答者（市区町村）717 件のうち、回答が多かったのは「その他市」（346 件）と「町・
村」（318 件）が 300 件台で、以下「中核市」（29 件）、「特別区」（16 件）、「政令指定都市」
（8 件）。 

回答率が最も高かったのは「特別区」（69.6％）。その他の市町村は 4 割前後。 
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図表 4.1.5-1 回答市区町村 

 
 
図表 4.1.5-2 市区町村規模別回答率 

 回答数 回答率 

特別区（23 区） 16 69.6％ 

政令市 8 40.0％ 

中核市 29 46.8％ 

その他市 346 48.7％ 

町・村 318 34.1％ 

 
  

168 29

346

318

特別区

政令

指定
都市

中核市

その他市

町・村

<N=717>

（件）
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（１）取り組んでいる認知症バリアフリー施策 
「認知症サポーター養成事業」（97.5％）、「認知症カフェ」（86.8％）、「認知症高齢者等Ｓ

ＯＳネットワーク」（70.9％）の３項目は７割以上が実施。 
「認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業」「本人ミーティング」をあげる割合

は、《中核市以上》が《その他市》を大きく上回る。 《町・村》は総じて低い。 
 
図表 4.1.5-3 市区町村にて取り組んでいる認知症バリアフリー施策について当てはまるも

の（複数回答）  
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（２）認知症バリアフリー施策のうち、地域の企業等と連携して取り組んでいる取組 
「認知症サポーター養成事業」（45.3％）、「認知症高齢者等ＳＯＳネットワーク」（45.0％）

が４割台、「認知症カフェ」（30.1％）が３割台で多い。一方、「地域の企業等と連携して取
り組んでいるものはない」（25.8％）も４分の１。 

「認知症サポーター養成事業」「認知症カフェ」は《中核市以上》の方が《その他市》よ
りも高く、また《町・村》は総じて低い。一方「地域の企業等と連携して取り組んでいるも
のはない」は《町・村》が最も高く、《中核市以上》が最も低い。 
 
図表 4.1.5-4 地域の企業等と連携して取り組んでいる取組 
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（３）認知症バリアフリー施策の中で特に力を入れている取組 
「認知症サポーター養成事業」（71.7％）が７割を超えて最も多く、次いで「認知症カフ

ェ」（40.4％）が約４割、「認知症高齢者等ＳＯＳネットワーク」（29.6％）が約３割で続く。 
「認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業」「本人ミーティング」などは《中核

市以上》が最も高く、《町・村》が最も低い。 
 

図表 4.1.5-5 認知症バリアフリー施策の中で特に力を入れている取組 
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（４）認知症バリアフリー施策の中で特に力を入れている取組の理由 
【認知症サポーター養成事業】では「認知症に対する正しい理解を広めたいため」（148

件）が最も多く、また「地域の見守り体制を強化するため／安心できるまちづくりのため」
（63 件）も多い。【認知症カフェ】では「居場所、コミュニケーションの場を作るため」（52
件）、【認知症高齢者等ＳＯＳネットワーク】では「行方不明者、徘徊、孤独死対策のため」
（37 件）、【認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業（チームオレンジ）】では「地
域の見守り体制を強化するため／安心できるまちづくりのため」（20 件）と「現在取り組み
の準備中、立ち上げ段階であるから」（19 件）がそれぞれ多い。【本人ミーティング】では
「本人の声を施策に反映させるため」（10 件）、【企業等を対象とした認証・認定制度（認知
症にやさしいお店等）】では「地域の見守り体制を強化するため／安心できるまちづくりの
ため」（4 件）が最も多いが、いずれもあまり多くはない。 
 
図表 4.1.5-6 認知症サポーター養成事業 

 
 

図表 4.1.5-7 認知症高齢者等ＳＯＳネットワーク 

 
 

図表 4.1.5-8 認知症カフェ 

 

順位 件数

1 居場所、コミュニケーションの場を作るため 52

2 認知症に対する正しい理解を広めたいため 22

3 地域の見守り体制を強化するため／安心できるまちづくりのため 14

4 介護者の負担を軽減するため 11

5 現在取り組みの準備中、立ち上げ段階であるから 7

6 チームオレンジを開設するため 5

その他 31
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図表 4.1.5-9 認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業（チームオレンジ） 

 
 

図表 4.1.5-10 本人ミーティング 

 
 

図表 4.1.5-11 企業等を対象とした認証・認定制度（認知症にやさしいお店等） 

 
  

順位 件数

1 地域の見守り体制を強化するため／安心できるまちづくりのため 20

2 現在取り組みの準備中、立ち上げ段階であるから 19

3 認知症に対する正しい理解を広めたいため 4

本人や家族が社会参加できる機会を創出するため 4

その他 9

特になし 1

順位 件数

1 本人の声を施策に反映させるため 10

2 居場所、コミュニケーションの場を作るため 4

その他 4

順位 件数

1 地域の見守り体制を強化するため／安心できるまちづくりのため 4

2 認知症に対する正しい理解を広めたいため 3

その他 2
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（５）認知症バリアフリー宣言制度の導入についてどのように考えるか 
「実施すべき」（23.6％）、「どちちかといえば実施すべき」（58.4％）を合わせた“実施す

べき”が８割強（82.0％）と多数を占める。そのほかの回答も「分からない」（17.2％）が大
半で、「どちらかといえば実施すべきではない」（0.6％）、「実施すべきではない」（0.3％）は
ともにごくわずか。 
 
図表 4.1.5-12 認知症バリアフリー宣言制度の導入についてどのように考えるか 
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（５-１）“実施すべき”と考えた理由として、制度に期待する効果 
「認知症に関する企業等の理解の向上」（90.3％）が９割に達しているほか、「認知症施策、

地域の課題について、企業等の理解、認知度向上」（76.0％）、「企業等の認知症バリアフリ
ーの取組みの促進」（67.9％）、「市区町村が認知症施策を推進する際の連携先が探しやすく
なる」（60.7％）などの順。 

総じて《中核市以上》が最も高く、《町・村》が最も低い項目が多い。 
 
図表 4.1.5-13 “実施すべき”と考えた理由として、制度に期待する効果（複数回答） 
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（５-２）“実施すべきではない”「分からない」と考えた理由 
「認知症施策、課題について、企業等の理解度向上につながるか不明」（54.3％）と「企

業等の認知症バリアフリーの取組みの促進につながるか不明」（52.7％）が半数強で多く、
以下「認知症に関する企業等の理解の向上につながるか不明」（38.8％）、「認知症施策を推
進する際の連携先の確保等につながるか不明」（27.9％）が続く。 

 
図表 4.1.5-14 “実施すべきではない”「分からない」と考えた理由（複数回答） 

 
  

向

上

に

つ

な

が

る

か

不

明

い

て

、
企

業

等

の

理

解

度

認

知

症

施

策

、
課

題

に

つ

に

つ

な

が

る

か

不

明

フ

リ
ー

の

取

組

み

の

促

進

企

業

等

の

認

知

症

バ

リ

ア

る

か

不

明

の

理

解

の

向

上

に

つ

な

が

認

知

症

に

関

す

る

企

業

等

つ

な

が

る

か

不

明

際

の

連

携

先

の

確

保

等

に

認

知

症

施

策

を

推

進

す

る

そ

の

他

無

い

か

ら

制

度

に

期

待

す

る

こ

と

は

中核市以上 <n=4> 50.0 50.0 25.0 25.0 25.0 -　

その他市 <n=43> 55.8 58.1 34.9 30.2 14.0 7.0

町・村 <n=82> 53.7 50.0 41.5 26.8 13.4 6.1

54.3 52.7

38.8

27.9

14.0

6.2

0

10

20

30

40

50

60 <N=129>

（％）

区
分



62 
 

（６）今後、「認知症バリアフリー宣言」を導入する際に、協力可能と考えられる取組み 
「既存ネットワーク等への情報提供」（76.4％）が最も多く、次いで「市区町村の WEB サ

イト等広報媒体での宣言制度の周知」も６割強（62.6％）。次いで「市区町村の WEB サイ
ト等広報媒体での宣言企業等の公表」（35.8％）が３割台。 

「市区町村の WEB サイト等広報媒体での宣言企業等の公表」をはじめ、総じて《中核市
以上》が高く、《町・村》が低い項目が多い。 

 
図表 4.1.5-15 「認知症バリアフリー宣言」を導入する際に、協力可能と考えられる取組み

（複数回答） 
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（７）認知症バリアフリー宣言を行った企業等を公表する WEB サイトへの掲載の可否 
 「回答あり（ＵＲＬもしくは連絡先）」は 36.0％。 

掲載希望自治体は「認知症分野における官⺠連携・取組活性化事業」にて制作が行われて
いる WEB サイトによる掲載し、公表を行った。 
 
図表 4.1.5-16 WEB サイトへの掲載の可否 
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（８）WEB サイトについて、期待する使い方や整備して欲しい機能 
「企業等の宣言内容の閲覧機能」（64.4％）が最も多く、以下「市区町村の認知症に関す

る取組みの掲載機能」（56.2％）、「企業等による市区町村との連携意向の有無」（51.7％）、
「市区町村が実施するイベント情報等の発信」（43.1％）、「宣言企業の本社・拠点の検索機
能」（29.8％）などの順。 

「企業等の宣言内容の閲覧機能」「宣言企業の本社・拠点の検索機能」をあげる割合は《中
核市以上》で最も高く、《町・村》で最も低い。 

 
図表 4.1.5-17 WEB サイトについて、期待する使い方や整備して欲しい機能（複数回答） 

 
  

覧

機

能

企

業

等

の

宣

言

内

容

の

閲

す

る

取

組

み

の

掲

載

機

能

市

区

町

村

の

認

知

症

に

関

と

の

連

携

意

向

の

有

無

企

業

等

に

よ

る

市

区

町

村

ベ

ン

ト

情

報

等

の

発

信

市

区

町

村

が

実

施

す

る

イ

の

検

索

機

能

宣

言

企

業

の

本

社

・

拠

点

そ

の

他

し

て

ほ

し

い

機

能

は

な

い

期

待

す

る

使

い

方

や

整

備

中核市以上 <n=53> 81.1 52.8 60.4 47.2 47.2 1.9 1.9

その他市 <n=346> 68.2 60.4 57.8 50.6 32.9 3.2 2.9

町・村 <n=318> 57.5 52.2 43.7 34.3 23.6 0.9 9.7

64.4

56.2
51.7

43.1

29.8

2.1
5.9

0

10

20

30

40

50

60

70 <N=717>

（％）

区
分



65 
 

（９）認知症バリアフリー認証制度の導入についてどのように考えるか 
 「実施すべき」（12.4％）は１割台とあまり多くないが、「どちらかといえば実施すべき」
（57.6％）は半数を超え、合わせて“実施すべき”は７割（70.0％）に達する。そのほかの回
答も「分からない」（27.8％）が多く、「どちらかといえば実施すべきではない」（1.8％）、
「実施すべきではない」（0.4％）はともにごくわずか。 
 
図表 4.1.5-18 認知症バリアフリー認証制度の導入についてどのように考えるか 
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（９-１）“実施すべき“と考えた理由として、制度に期待する効果 
「認知症に関する企業等の理解の向上」（91.6％）が９割を超えて最も多く、以下「企業

等の認知症バリアフリーの取組みの促進」（78.5％）、「認知症施策、地域の課題について、
企業等の理解、認知度向上」（71.3％）、「市区町村が認知症施策を推進する際の連携先が探
しやすくなる」（53.8％）などが続く。 

総じて《中核市以上》で高く、《町・村》で低い。 
 

図表 4.1.5-19 “実施すべき“と考えた理由（複数回答） 
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（９-２）“実施すべきではない”「分からない」と考えた理由 
「認証企業の質の担保を誰が担うかが分からない・不透明」（54.0％）が最も多く、以下

「認証制度の運用コストがいくらかかり、誰が担うかが分からない」（49.3％）、「運営コス
トに対して、十分な効果が出るか不透明」（42.3％）、「企業等の認知症バリアフリーの取組
みの促進につながるか不明」（40.5％）、「認知症施策、課題について、企業等の理解度向上
につながるか不明」（32.1％）などの順。 

「認証企業の質の担保を誰が担うかが分からない・不透明」「認証制度の運用コストがい
くらかかり、誰が担うかが分からない」は《その他市》の方が《町・村》よりも高い。 

 
図表 4.1.5-20 “実施すべきではない”「分からない」と考えた理由（複数回答） 
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（１０）今後、「認知症バリアフリー認証」制度を創設した場合、協力可能と考えられる取組
み 

「既存ネットワーク等への情報提供」（77.8％）、「市区町村の WEB サイト等広報媒体で
の認証制度の周知」（61.6％）の２項目が半数を超えて多く、次いで「市区町村の WEB サ
イト等広報媒体での認証企業等の公表」（36.4％）。 

総じて《中核市以上》が高く、 《町・村》が低い。 
 

図表 4.1.5-21「認知症バリアフリー認証」制度を創設した場合、協力可能と考えられる取組
み 
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（１１）「企業等を対象とした認証・認定制度」に含まれている登録要件 
認知症にやさしいお店をはじめとした企業等を対象とした認証・認定制度に含まれる登

録要件については、「人材の育成に関する要件」（73.2％）が突出して多く、以下「地域連携
に関する要件」（37.5％）、「環境整備に関する要件に関する基準」（16.1％）、「社内制度に関
する要件」（1.8％）などが続く。 

 
図表 4.1.5-22 「企業等を対象とした認証・認定制度」に含まれている登録要件 
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（１２）障害や課題となりそうなことや、相乗効果をあげる施策となるために期待すること 
【宣言について】は回答が少なく、分析は困難である。【認証について】も回答者はあま

り多くないが、「既存の制度との棲み分けなど、もう少し整理が必要である」（6 件）が最も
多い。 

 
図表 4.1.5-23 認証について 

 
 
 
（１３）「認知症バリアフリー宣言、認証」制度に対する意見等 

回答者はやはりあまり多くないが、 「認知症に対する啓発活動、見守り強化につながる
ことを期待」（22 件）が最も多い。 
 
 図表 4.1.5-24 「認知症バリアフリー宣言、認証」制度に対する意見等 
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その他 8

特になし 4

順位 件数

1 認知症に対する啓発活動、見守り強化につながることを期待 22

2 制度の具体的な内容や、事例、方針などがわからない 12

3 自治体や企業の負担に見合う効果があるのかわからない 10

4 既存の制度との整合性、棲み分けの整理が必要 8

官民連携をより図れるようにしてほしい 8

6 宣言をしたり認証を得るだけでなく、実際に効力のあるものにしてほしい 6

その他 15

特になし 17
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4.2. 制度普及に向けた業界団体等との連携構築に向けたアンケート調査 
4.2.1. 調査目的 

地域共生社会を実現するのためには、より多くの企業・団体等の巻き込みが必要である。
令和 4 年度からの本格実施する「認知症バリアフリー宣言」制度の普及拡大に向け、日本認
知症官⺠協議会参画団体や制度普及において重要な役割を期待する団体等を対象に、連携
に向けた意向や連携推進に向けた課題を把握するためのアンケート調査を実施した。 

 
4.2.2. 調査対象 

日本認知症官⺠協議会に参画する業界団体等 
 

4.2.3. 調査方法 
 日本認知症官⺠協議会事務局の協力を得て、調査対象団体にメールにてアンケート調査
依頼、調査票を送付。メールにてアンケートにて回答を回収した。 
 
4.2.4. 調査項目 
 認知症バリアフリー推進に向けた業界の課題や、令和 4 年度から開始する「認知症バリ
アフリー宣言」、現在検討を進めている認証制の普及に向けた連携意向に加え、宣言による
金利優遇や ESG 投資等における加点の可能性（金融機関のみ）、連携推進に向けた課題等
について調査を行った。調査項目については、資料編を参照。 
 
4.2.5. 調査結果 
Ｆ１．業種別業界団体割合 
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（１）自業界において「認知症」に関して課題になっていること 
 「認知症の方または認知症が疑われる方への接客応対」（52.6％）、「認知症の方または認
知症が疑われる方との契約」（47.4％）、「認知症の方を介護する従業員への支援」
（47.4％）、「認知症の方やそのご家族からの苦情や要望への対応」（47.4％）の４項目が半
数前後で多く、次いで「認知症の方に対応した環境整備」（36.8％）が３割台。 

  
図表 4.2.5-1 自業界において「認知症」に関して課題になっていること（複数回答） 
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（２）自業界における「認知症」に関する課題解決に向けて行っている取組 
 
 「認知症に関し、業界全体の理解を促す啓発活動」（63.2％）、「認知症に関する専門機関
との情報交換、連携構築」（63.2％）がともに６割強、次いで「認知症に関する問題を扱う
部会、委員会等の設置」（52.6％）が半数強で多い。以下、「認知症当事者や当事者団体と
の情報交換、連携構築」（31.6％）、「業界団体による、認知症の方との契約、接客応対の教
育研修の実施」（21.1％）、「認知症の方も利用しやすい環境整備に関するガイドラインの策
定」（21.1％）などの順。 

 
図表 4.2.5-2 自業界における「認知症」に関する課題解決に向けて行っている取組 

（複数回答） 
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（３）「認知症」に関する課題解決に向けた取組を推進するに当たって、自業界における障
害 

 「課題解決に向けた人材が不足している」（52.6％）が半数強で最も多く、以下「課題解
決に向けた予算が不足している」（42.1％）、「認知症に関する情報や認知症の方への対応に
関するノウハウが不足」（36.8％）、「企業・団体における認知症への理解が不足している」
（21.1％）、「当事者からの協力が得られない」（10.5％）、「官公庁、自治体からの協力が得
られない」（10.5％）などの順。「とくに障害はない」との回答は 15.8％で、大半の回答団
体が何らかの障害をあげている。 

 
図表 4.2.5-3 「認知症」に関する課題解決に向けた取組を推進するに当たって、自業界に

おける障害（複数回答） 
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（４）自業界の考えとして、「認知症バリアフリー宣言（仮称）」制度の導入は実施すべきと
考えているか 

 「実施すべき」が４割強（42.1％）、「どちちかといえば実施すべき」が５割弱
（47.4％）を占め、「どちらかといえば実施すべきではない」（0.0％）、「実施すべきではな
い」（0.0％）との回答は皆無だった。 
 
図表 4.2.5-4 自業界の考えとして、「認知症バリアフリー宣言（仮称）」制度の導入は実

施すべきと考えているか 
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（４−１）「認知症バリアフリー宣言（仮称）」制度の導入を実施すべきと考えた理由 
 「業界全体の認知症に関する理解の向上」を８割強（82.4％）があげているほか、「業界
全体の認知症バリアフリーの取組の促進」（64.7％）、「加盟企業・団体と自治体等との連携
促進」（41.2％）、「加盟企業・団体のサービス品質向上」（29.4％）、「加盟企業・団体と異
業種との連携促進」（29.4％）などがあげられている。 

 
図表 4.2.5-5 「認知症バリアフリー宣言（仮称）」制度の導入を実施すべきと考えた理由 

（複数回答） 
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っている。 
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（５）自業界団体として、協力可能と考えられる取組 
 「加盟企業・団体への宣言制度の情報提供」（84.2％）が８割を超えて最も多く、次いで
「団体 WEB サイト等広報媒体での宣言制度の周知」（63.2％）も６割台を占めている。以
下、「加盟企業・団体に向けた宣言制度の説明会の開催」（26.3％）、「宣言を支援する人材の
育成」（26.3％）、「宣言に向けた業界団体による支援の実施」（21.1％）などの順となってい
る。 

 
図表 4.2.5-6 自業界団体として、協力可能と考えられる取組（複数回答） 
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（６）自業界の考えとして、「認知症バリアフリー認証」制度の導入は実施すべきと考えて
いるか 

 「分からない」（26.3％）が４分の１強を占めるが、そのほかの回答は「実施すべき」
（31.6％）、「どちらかといえば実施すべき」（36.8％）と前向きな回答がほとんどで、「実
施すべきではない」（5.3％）はわずかである。 

 
図表 4.2.5-7 自業界の考えとして、「認知症バリアフリー認証」制度の導入は実施すべきと

考えているか 
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（６−１）「認知症バリアフリー認証」制度の導入を実施すべきと考えた理由 
 「業界全体の認知症に関する理解の向上」（84.6％）、「業界全体の認知症バリアフリーの
取組みの促進」（76.9％）の２項目が８割前後で多く、以下「加盟企業・団体と自治体等と
の連携促進」（38.5％）、「加盟企業・団体のサービス品質向上」（23.1％）、「加盟企業・団
体の顧客満足の向上」（23.1％）、「加盟企業・団体と異業種との連携促進」（23.1％）、「加
盟企業・団体における SDGs への対応促進」（23.1％）などの順である。 
 
図表 4.2.5-8「認知症バリアフリー認証」制度の導入の導入を実施すべきと考えた理由 

（複数回答） 
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必要性がない」（1 件）、「制度の効果が期待できない」（1 件）の順となっている。 
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（７）今後、「認知症バリアフリー認証」制度を創設した場合、その普及に向け、自業界団
体として、協力可能と考えられる取組 

 「加盟企業・団体への認証制度の情報提供」（84.2％）が８割を超え、次いで「団体
WEB サイト等広報媒体での認証制度の周知」（57.9％）も過半数。以下、「加盟企業・団
体に向けた認証制度の説明会の開催」（31.6％）、「認証制度を検討する場への参加」
（26.3％）などが続く。 

 
図表 4.2.5-9 今後、「認知症バリアフリー認証」制度を創設した場合、その普及に向け、自

業界団体として、協力可能と考えられる取組（複数回答） 
 

 
 
 

（８）認知症バリアフリー宣言や認証の取得をすることで、金利優遇やＥＳＧ投資等におけ
る加点の可能性はあるか＜金融のみ＞ 

 サンプル数が４件と少ない上、実質的な回答は「宣言、認証ともにある」（1 件）のみで
ある。 
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4.3. 制度普及に向けた連携意向ヒアリング調査 
4.3.1. 調査目的 

認知症バリアフリー宣言制度の普及に向けては、より多くの企業・団体等の巻き込みが不
可欠である。制度の普及に向け重要な役割を期待する市区町村、業界団体を対象に、令和 4
年度以降の認知症バリアフリーに関する取組や連携に向けた課題を把握するためのヒアリ
ング調査を実施した。 
  
4.3.2. 調査対象 

市区町村については、これまでの調査結果等をもとに認知症バリアフリーに積極的に取
り組んでいる地域を選定しヒアリング調査を行った。 

業界団体については、「4.認知症バリアフリー宣言制度普及に向けた調査」回答団体のう
ち、複数の業界団体に協力依頼を行い、同意を得られた 2 団体についてヒアリング調査を
行った。 
 
4.3.3. 調査結果 
（１）福岡市 
１）福岡市の取り組み 

福岡市では、2018 年度から産学官の勉強会『NEXT ミーティング』を開始。その後、認
知症になっても「自分らしく」暮らすために、認知症の人の「支援」から「活躍」へのステ
ップアップを目指して、政令指定都市として初めて、産学官⺠オール福岡で構成する「福岡
オレンジパートナーズ」を設立。現在、営利企業 60 社、非営利 20 団体程が参加している。 

2021 年 6 月からは、認知症の方々を派遣する人材バンク「オレンジ人材バンク」を開始。
「オレンジ人材バンク」では、商品を開発したい企業が認知症当事者の声を聞いたり、当事
者が企業で就労する機会を創出したりするなど、認知症の人と企業が双方向で関わりを持
ち、共に暮らせる共生社会を構築し、認知症とともに⻑く自分らしく活躍することにつなげ
ることを目指している。 

「福岡オレンジパートナーズ」加入企業・団体であれば、「オレンジ人材バンク」の利用
が可能。これまで、（株）オールアバウトの認知症共生社会に向けた事業への協力や「服薬」
に関するヒアリング、非常勤講師などを行っている。 
 
２）認知症バリアフリー宣言の普及、次年度の連携に向けた課題 

認知症バリアフリー宣言の普及に向けては、2022 年度中に行う「福岡オレンジパートナ
ーズ」の勉強会にて、認知症バリアフリー宣言説明会を開催する内諾を得た。説明会の詳細
については次年度事業の開始後にあらためて検討を進めていくこととなった。 

また、宣言企業を対象とした「優先調達」についても、可能性があるとのことであった。
こちらについても次年度事業が開始された段階で継続的に情報交換や検討を進めていくこ
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ととなった。 
福岡市は全国の市区町村の中でも先進的かつ積極的に認知症に関する施策を推進してい

ることから、次年度は、認知症バリアフリー宣言の先進モデル地域として連携を進めていく
ことが望ましい。 
 
（２）一般社団法人 全国信用組合中央協会 
１）業界における認知症に関する課題 

信用組合のお客様の多くは高齢者である。信用組合の窓口をはじめとした現場では、認知
症の方の対応への知識・経験が浅いため対応に苦慮している。また、全国信用組合中央協会
に加盟する会員の信用組合からも、認知症のお客様への対応方法に関する相談や業界マニ
ュアルを整備するよう要望があがっていることから、協会としても認知症対応について取
り組みを進めるべく検討を行っている。 
 
２）認知症に関する課題への対応 

全国信用組合中央協会では、前述の認知症のお客様への対応方法に関する課題解決に向
け、2022 年度中に「業界団体による職員向けの認知症の方との契約、接客応対に関する教
育研修」の実施を予定している。 

しかしながら、金融契約手続きに詳しく、かつ、認知症対応に関する知見を持つ講師が少
ないことから講師の選定に苦慮している。 
 
３）認知症バリアフリー宣言の普及、次年度の連携に向けた課題 
 認知症バリアフリー宣言基準を確認いただいたところ、各信用組合が独自で宣言文を考
え宣言を行うというのはノウハウ・マンパワーの問題から対応が難しいのではないかとい
う課題が提示された。仮に各信用組合が宣言する場合は、中央協会が宣言文のフォーマット
を傘下の組合に提示し、フォーマットに基づき組合が申請することになると考えていると
のことであった。 

次年度以降、全国の信用組合に広く参画いただくためには、支援策を中央協会に任せるの
ではなく、制度運営側も積極的に支援策を検討していく必要がある。 

信用組合は、地域に根差した事業を行っていることから、拠点を置く市区町村との関わり
が深い組織が多い。そのため、地域の自治体との連名での宣言なども選択肢としてあると、
宣言の機運が盛り上がるといった意見も示された。 

その他、信用組合が地域根差した認知症バリアフリーの取り組みを進めるために、官、公
から現在の認知症バリアフリーに関する取り組みや今後の方針、企業との連携などの情報
を積極的に広報してほしいといった要望があがった。また、中央と地方では取り組みや考え
方に差があることから中央からの発信に加え、地方自治体からも情報発信をしていくこと
で、地域の実情に即した取り組みが行われるといった意見や、宣言の実施・継続に向けた体
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制整備を行うためには、自治体を絡めた支援（助成金等を含む）を求める意見があがってい
る。 
 
（３）一般社団法人 マンション管理業協会 
１）業界における認知症に関する課題 

現在、マンション管理業において大きな課題となっているのは、高齢化に伴う認知症や精
神疾患などに起因するトラブルへの対応である。マンションには様々な方が居住しており、
認知症の方を含め、様々な精神疾患等によるトラブルが発生するが、それが“認知症”に起因
するものか判断がつきにくく、対応に苦慮している。 

マンション管理会社はマンションに居住する個人ではなく管理組合との契約であること
から、個人への対応に注力すると “管理（清掃など）”の仕事をしてくれと管理組合から苦
情がくることもあり、居住者個人に提供する業務が制限されている。 

加えて、個人情報を取得したマンション購入や入居の届け出と加齢に伴う変化のタイミ
ングが離れていることも多く、かつ認知症によるとの判断も難しいため、取得している個人
情報を使って親族に連絡をするなどの行為が個人情報保護法に抵触するのではないかとい
う懸念もあるとのことであった。 
 
２）認知症に関する課題への対応 

認知症に関して、地域の専門機関と連携を図るべく、福祉部局等にアプローチをすること
があるが、防災部局や地域コミュニティに関する部局に比べ、福祉部局は地域連携にあまり
意識が向いていなく、消極的な印象を受けるとのことであった。認知症の方に関するトラブ
ルの相談に行っても、関連機関の反応があまり得られないことが多く課題解決の足かせと
なっている。自治体の意識改革・取組みが進み、適切な連携が実施できれば、分譲マンショ
ンの管理組合としても問題の解決につながるとのことであった。 

 
３）認知症バリアフリー宣言の普及、次年度の連携に向けた課題 

認知症バリアフリー宣言の普及の障害となりそうなポイントとして認知症バリアフリー
宣言基準の「地域連携」の項目があげられる。前述のとおり、管理会社や管理組合が地域と
の連携を検討しても自治体や地域包括支援センターなど関連機関の反応があまり得られな
い地域があり、公自体が主体的に動く・コアになって地域企業同士を結び付けるという取組
みが一部の先進的・意欲的な自治体以外ではみられないといった課題が示されている。こう
したことから、マンション管理業の場合、「地域連携」についての取り組みが難しく、宣言
基準について、業界の実情が反映できていないのではないかとの意見があがっている。 

次の課題としてあげられたのが「バリアフリー」の対象である。マンションには認知症に
限らず他の疾患の方も居住していることから、認知症へのフォーカスではなく、バリアフリ
ーを広くとらえた制度の方が良いのではないかといった意見があがっている。金融や小売
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りはスポット（来店した方、利用する方）の対応だが、マンション管理ではスポットではな
く⻑ければ数十年スパンでの⻑期的な対応が求められることから、特定の原因に対してと
いうよりも、幅広い対象を考えないといけないという意識があるとのことであった。 

マンション管理業において、認知症バリアフリーの取り組みを進めるためにも、実情に合
わせた認知症バリアフリー宣言基準の継続的な見直しに加え、自治体の積極的なかかわり
が求められている。 
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5. 審査員の養成に関する検討〜審査要領⾻⼦案の作成 
5.1. 認証制度のあり方について 

今年度、「認知症バリアフリー宣言試行事業」にて宣言制度の試行が行われたが、同事業
では認証審査の試行は実施されず、認証スキーム等に係る調査としては試行事業の参加企
業等に対して、昨年度老健事業で取りまとめた認証基準案等を示したうえで、ヒアリング調
査を行うにとどまった。書類審査の実行可能性を確認することはできたが、調査結果からは、
認証のあり方を検討する際の課題が提起されており、宣言導入後の状況も鑑み、必要に応じ
て試行・検証などを行い、社会のニーズを反映したあり方を検討していく必要があることが
示された。(「認知症バリアフリー宣言試行事業」において実施された調査結果については、
図 4.1-1 参照。) 

 
図 4.1-1 「認知症バリアフリー宣言試行事業」における認証に関する調査結果 

(令和３年度第２回認知症バリアフリーＷＧ【資料 2-3】抜粋) 
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今年度は審査実務の手引きである「審査要領」を整備し、これを審査員の養成研修の教材

としても活用していくことで、審査業務のばらつき低減、審査業務の合理化を通じて、認証
の質確保と運用コストの両立につなげることを目指したが、認証のあり方については継続
的検討の必要性が提起されていることを踏まえ、令和 2 年度の老健事業の検討結果をもと
にして、今後の認証のあり方の検討状況を踏まえて、必要に応じて審査の試行などを通じて、
見直し、精緻化をすべき位置づけ(図 4.4-2)のものとして「審査要領⾻⼦案」を作成した。 

 
図 4.4-2 審査要領⾻⼦案の位置づけ 
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5.2. 審査要領⾻⼦案の作成 
 「認知症バリアフリー宣言試行事業」に参加した組織の大半は、すでに認知症バリアフリ
ーにすでに取り組んでおり、認証審査の基準については既存の取組の実態と大きく乖離し
た内容ではないことが確認された。ただし、たとえば、「地域連携推進に向けて企業・団体
等の役割、できることを明らかにし、又は、実施している。」については、どこまで活動し
ていれば”実施している”と判断してよいのか、「企業・団体等は、認知症の家族の介護を行
う従業員及び自身が認知症の従業員を支援する社内制度を有している。」については認知症
に特化した社内制度はないが、広く包含している制度であればよいかなど、一部の認証審査
の基準の文言だけでは、基準に対して適合しているかどうか自己評価しづらいという意見
も聞かれた。この点については、本事業の作業部会において、審査実務においては、審査員
が各項目に適合しているか判断できるようにするためのクライテリアが用意される必要が
あるという指摘とも一致している。 

審査要領⾻⼦案の作成にあたっては、書類審査を前提とする場合には、とりわけ審査員・
申請組織双方に適合判断の指針が事前に示されていることが必要となることを踏まえ、令
和 2 年度事業で取りまとめた書類審査の方法、様式案については見直しを行い、取りまと
めることとした。取りまとめた案は、第 3 回専門委員会において審議し、今後見直し、精緻
化をすべき位置づけのものであることを前提として、承認された。 
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5.3. 審査要領⾻⼦案 
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6. 認知症バリアフリーの取り組み促進に向けて 
本事業では、認知症になってからもできる限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けてい

くために、移動、消費、金融手続き、公共施設など、生活のあらゆる場面で障壁を減らして
いく「地域共生社会」を実現するための「認知症バリアフリー」の取り組みを、認知症バリ
アフリー宣言、認証を通じて推進することを目指してきた。 

2022 年 3 月 23 日には、日本認知症官⺠協議会のもと、企業・団体の皆様に認知症バリ
アフリー推進に向けての方針や方向性を示していただき、それを「見える化」することによ
って、認知症の人やその家族の方々にとって安心して店舗やサービス・商品を利用できるな
どの環境を提供するとともに、企業・団体の取り組みを推進し、認知症バリアフリー社会の
機運を醸成することを目的とした認知症バリアフリー宣言制度が本格的に開始された。 
 この認知症バリアフリー宣言制度が最終目的である「地域共生社会」の実現に資するよう、
適切に運営され、宣言が社会に広く浸透するために次年度以降必要な実施事項について、今
年度の各調査結果を踏まえながら以下にまとめた。 
 
6.1. 認知症バリアフリー宣言制度の検証 
 認知症バリアフリー宣言制度の本格実施後の宣言組織の認知症バリアフリーの取り組み
の実態把握や取り組みの効果についての調査検証を行い、認知症バリアフリー宣言制度が
認知症バリアフリーの取り組みを推進する制度となっているか検証を実施する。また、検証
の結果、制度の見直しが必要であればその検討を実施する。 
 
6.2. 認知症バリアフリー宣言制度の普及啓発 
 認知症バリアフリー宣言制度が広がり認知症バリアフリーへの取り組みが推進されるた
めには、宣言制度の取り組み主体である企業・団体のみならず、認知症施策に取り組む自治
体や、企業・団体によるサービス・商品の利用者である国⺠全体に広く普及・啓発を行う必
要がある。宣言制度の社会全体からの認知度を高めるため、利害関係者からの情報収集・整
理や認知度調査を行い、制度の普及・啓発策について検討を実施する。 
 また、自治体と連携した地域での認知症バリアフリーの取り組み推進に向けた宣言制度
の普及策についても検討を実施する。 
 
6.3. 認知症バリアフリー認証制度及び表彰制度のあり方の検討 
 認知症バリアフリー宣言制度が社会に広く浸透し、企業・団体による認知症バリアフリー
の取り組みが進んだ際には、認証制度及び表彰制度による取り組みの評価を行うことで更
なる取り組みの推進がなされると想定し、認証制度及び表彰制度についても引き続き検討
を実施することが望ましい。 
 これまでの調査結果により、認証制度について、企業・団体や行政等の期待と制度運営に
必要なコスト等との間に乖離がある可能性があることから、認証の質の担保方策の具体策
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を検討した上で、必要な運用コスト等の検討・検証を実施する。 
また、すでに各自治体にて運営されている認知症バリアフリーに関する既存制度の更な

る実態把握等を行った上で、これまで検討してきた認証制度の基準やスキームとの整合性
等について整理を行い、認証制度のあり方について更なる検討を実施する。 
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アンケート調査設問一覧 
参考Ⅰ．認知症バリアフリー宣言及び認証制度の実施に向けたアンケート調査 
Ⅰ．認知症バリアフリーに関する施策についてお伺いします 
Q1 貴市区町村にて取り組んでいる認知症バリアフリー施策について当てはまるものすべ
てを選択してださい。（いくつでも） 
1.認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業（チームオレンジ） 
2.認知症サポーター養成事業 
3.認知症カフェ 
4.ピアサポート活動 
5.本人ミーティング 
6.認知症高齢者等 SOS ネットワーク 
7.認知症の人の事故等を補償する⺠間保険への加入支援 
8.企業等を対象とした宣言制度 
9.企業等を対象とした認証・認定制度（認知症にやさしいお店等） 
10.認知症の人の就労支援 
11.その他（                ） 
 
Q1-1 Q1 で回答した施策のうち、地域の企業等と連携して取り組んでいる取組をお選び
ください。（いくつでも）※Q1 で選んだ選択肢を表示。 
1.認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業（チームオレンジ） 
2.認知症サポーター養成事業 
3.認知症カフェ 
4.ピアサポート活動 
5.本人ミーティング 
6.認知症高齢者等 SOS ネットワーク 
7.認知症の人の事故等を補償する⺠間保険への加入支援 
8.企業等を対象とした宣言制度 
9.企業等を対象とした認証・認定制度（認知症にやさしいお店等） 
10.認知症の人の就労支援 
11.その他（                ） 
12.地域の企業等と連携して取り組んでいるものはない 
  
Q1-2 Q1 で回答した施策の中で特に力を入れている取組みはどれですか。また、その理
由があれば教えてください。（いくつでも）※Q1 で選んだ選択肢を表示。 
1.認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業（チームオレンジ） その理由： 
2.認知症サポーター養成事業 その理由： 



 
 

3.認知症カフェ その理由： 
4.ピアサポート活動 その理由： 
5.本人ミーティング その理由： 
6.認知症高齢者等 SOS ネットワーク その理由： 
7.認知症の人の事故等を補償する⺠間保険への加入支援 その理由： 
8.企業等を対象とした宣言制度 その理由： 
9.企業等を対象とした認証・認定制度（認知症にやさしいお店等） その理由： 
10.認知症の人の就労支援 その理由： 
11.その他（                   ） その理由： 
 
Ⅱ．本年度、企業・団体等による認知症バリアフリーの取組や方針・目標等を「認知症バ
リアフリー宣言（仮称）」として公表する試行事業を実施しています。この取組みの導入
に向けた検討に資するため、以下の質問にお答えください。 
Q2 認知症バリアフリー宣言（仮称）制度の導入についてどのように考えますか。当ては
まるものをお選びください。 
1.実施すべき 
2.どちちかといえば実施すべき 
3.どちらかといえば実施すべきではない 
4.実施すべきではない 
5.分からない 
 
Q3 Q2 で 1 または 2 と答えた方に伺います。そのように考えた理由として、貴市区町村
として制度に期待する効果があれば、当てはまるものすべて選択してください。（いくつ
でも） 
1.企業等の認知症バリアフリーの取組みの促進 
2.認知症に関する企業等の理解の向上 
3.市区町村の認知症施策、地域の課題について、企業等の理解、認知度向上 
4.市区町村が認知症施策を推進する際の連携先が探しやすくなる 
5.その他（           ） 
6.期待する効果はない 
 
Q4 Q2 で 3〜5 と答えた方に伺います。そのように考えた理由として、当てはまるもの
すべてを選択してください。（いくつでも） 
1.企業等の認知症バリアフリーの取組みの促進につながるか不明 
2.認知症に関する企業等の理解の向上につながるか不明 



 
 

3.市区町村の認知症施策、地域の課題について、企業等の理解、認知度向上につながるか
不明 
4.市区町村が認知症施策を推進する際の連携先の確保等につながるか不明 
5.その他（          ） 
6.制度に期待することは無いから 
 
Q5 今後、「認知症バリアフリー宣言（仮称）」を導入する際には、市区町村の皆様にも可
能な範囲でのご協力をいただきたいと考えています。現時点において、貴市区町村とし
て、ご協力可能と考えられる取組みはありますか。当てはまるものすべてを選択してくだ
さい。（いくつでも） 
1.既存ネットワーク等への情報提供 
2.地域の企業向け制度説明会の開催 
3.市区町村の WEB サイト等広報媒体での宣言制度の周知 
4.市区町村の WEB サイト等広報媒体での宣言企業等の公表 
5.チームオレンジを活用した普及活動 
6.宣言を支援する人材の育成 
7.宣言企業等への補助金交付 
8.宣言企業等からの優先的な物品等の調達 
9.その他（               ） 
10.協力できることはない 
  
Q6 現在、認知症バリアフリー宣言を行った企業等を公表する WEB サイトの制作を検討
しています。この WEB サイトでは、企業等の宣言内容の公表とともに、各市区町村の認
知症に関する取組みを紹介するページの作成を検討しております。当該ページが作成され
た際に、掲載が可能な場合は、貴市区町村 WEB サイトの認知症施策に関する URL をご
記入ください。 
・掲載 URL  
・ご担当者名または部署名（非公開）  
・ご連絡先電話番号またはメールアドレス（非公開）  
 
Q7 この WEB サイトについて、期待する使い方や整備して欲しい機能について当てはま
るものすべてを選択してください。（いくつでも） 
1.市区町村の認知症に関する取組みの掲載機能 
2.市区町村が実施するイベント情報等の発信 
3.企業等の宣言内容の閲覧機能 
4.宣言企業の本社・拠点の検索機能 



 
 

5.企業等による市区町村との連携意向の有無 
6.その他（            ） 
7.期待する使い方や整備してほしい機能はない 
  
Ⅲ.次年度以降、企業・団体等による認知症バリアフリーの取組みを評価し、「認証」を行
う「認知症バリアフリー認証」制度について、認知症バリアフリー宣言（仮称）の実施状
況等も踏まえつつ、制度のあり方等について具体的に議論していくこととしています。制
度のあり方等の検討に資するため、以下の質問にお答えください。 
 
Q8 認知症バリアフリー認証制度の導入についてどのように考えますか。当てはまるもの
をお選びください。 
1.実施すべき 
2.どちちかといえば実施すべき 
3.どちらかといえば実施すべきではない 
4.実施すべきではない 
5.分からない 
 
Q9 Q8 で 1 または 2 と答えた方に伺います。そのように考えた理由として、貴市区町村
として制度に期待する効果があれば、当てはまるものすべて選択してください。（いくつ
でも） 
1.企業等の認知症バリアフリーの取組みの促進 
2.認知症に関する企業等の理解の向上 
3.市区町村の認知症施策、地域の課題について、企業等の理解、認知度向上 
4.市区町村が認知症施策を推進する際の連携先が探しやすくなる 
5.その他（           ） 
6.期待する効果はない 
 
Q10 Q8 で 3〜5 と答えた方に伺います。そのように考えた理由として、当てはまるもの
すべて選択してください。（いくつでも） 
1.企業等の認知症バリアフリーの取組みの促進につながるか不明 
2.認知症に関する企業等の理解の向上につながるか不明 
3.市区町村の認知症施策、地域の課題について、企業等の理解、認知度向上につながるか
不明 
4.市区町村が認知症施策を推進する際の連携先の確保等につながるか不明 
5.認証制度の運用コストがいくらかかり、誰が担うかが分からない 
6.「認証」企業の質の担保を誰が担うかが分からない。認証企業の質の担保が不透明。 



 
 

7.運営コストに対して、十分な効果が出るか不透明 
8．その他（          ） 
9．制度に期待することはないから 
 
Q11  今後、「認知症バリアフリー認証」制度を創設した場合、その普及に向け、貴
市区町村区として、協力可能と考えられる取組みはありますか。当てはまるものすべてを
選択してください。（いくつでも） 
1.既存ネットワーク等への情報提供 
2.地域の企業向け制度説明会の開催 
3.市区町村の WEB サイト等広報媒体での認証制度の周知 
4.市区町村の WEB サイト等広報媒体での認証企業等の公表 
5.チームオレンジを活用した普及活動 
6.認証取得を支援する人材の育成 
7.認証企業への補助金交付 
8.認証企業等からの優先的な物品等の調達 
9.その他（               ） 
10.協力できることはない 
 
Q12 Q1 で「8.企業等を対象とした宣言制度」を設けていると回答した方に伺います。実
施している制度名称と、現在の宣言件数を教えてください。 
①制度名  
②宣言件数  
③関連 HP 等のリンクを貼ってください  
 
Q13 Q1 で「8.企業等を対象とした宣言制度」を設けていると回答した方に伺います。以
下の①〜⑤に当てはまる事項は制度の登録要件に含まれていますか。当てはまるものすべ
てを選択してください。また、①〜⑤に該当する要件がある場合はその要件を記入してく
ださい。（任意） 

項目 認証・ 
認定 

基準の内容 
（任意） 

①人材の育成に関する要件（認知症サポーターの育成等）   
②地域連携に関する要件（行政機関との情報交換等）   
③社内制度に関する要件（介護休暇、傷病休暇等の制度）   
④環境整備に関する要件（店舗のハードやマニュアルの整
備）に関する基準 

  

⑤上記に当てはまらないその他の要件   



 
 

 
Q14 Q1 で「9.企業等を対象とした認証・認定制度（認知症にやさしいお店等）」を設け
ていると回答した方に伺います。実施している制度名称と、現在の認証・認定件数を教え
てください。 
①制度名  
②認証・認定件数  
③関連 HP 等のリンクを貼ってください  
 
Q15 Q1 で「9.企業等を対象とした認証・認定制度（認知症にやさしいお店等）」を設け
ていると回答した方に伺います。以下の①〜⑤に当てはまる事項は制度の登録要件に含ま
れていますか。当てはまるものすべてを選択してください。また、①〜⑤に該当する要件
がある場合はその要件を記入してください。（任意） 

 
Q16 Q1 で「8.企業等を対象とした宣言制度」を設けていると回答した方、「9.企業等を
対象とした認証・認定制度（認知症にやさしいお店等）」を設けていると回答した方に伺
います。 
今後「認知症バリアフリー宣言、認証」の普及にご協力をお願いした場合、貴市区町村で
行っている制度のしくみを踏まえて、障害や課題(制度上の不整合がある等)となりそうな
ことや相乗効果をあげる施策となるために期待することはございますか。宣言、認証につ
いてそれぞれお答えください。（自由回答） 
・宣言について 
・認証について 
 
Q17 「認知症バリアフリー宣言、認証」制度に関して、ご意見等ございましたらお寄せ
ください。（自由回答） 
 
 
 

項目 認証・ 
認定 

基準の内容 
（任意） 

①人材の育成に関する要件（認知症サポーターの育成等）   
②地域連携に関する要件（行政機関との情報交換等）   
③社内制度に関する要件（介護休暇、傷病休暇等の制度）   
④環境整備に関する要件（店舗のハードやマニュアルの整
備）に関する基準 

  

⑤上記に当てはまらないその他の要件   



 
 

参考Ⅱ．認知症バリアフリー宣言及び認証制度の実施に向けたアンケート調査 
Ⅰ．貴業界における認知症に関する課題について伺います。 
Q1 貴業界において「認知症」に関する課題として、どのようなことが課題になっていま
すか。当てはまるものをすべて選択してください。（いくつでも） 
1.認知症の方または認知症が疑われる方との契約 
2.認知症の方または認知症が疑われる方への接客応対 
3.認知症の方に対応した環境整備 
4.認知症あるいは認知症が疑われる従業員への支援 
5.認知症の方を介護する従業員への支援 
6.認知症の方やそのご家族からの苦情や要望への対応 
7.認知症に関する課題は特にない 
8.その他（                  ） 
 
Q１-1 Q１で回答した課題のうち、特に課題と感じている点について、可能な範囲でその
内容を具体的に教えてください。 
 
Q2 貴業界における「認知症」に関する課題解決に向けて、貴業界団体ではどのような取
組を行っていますか。当てはまるものをすべて選択してください。（いくつでも） 
1.認知症に関する問題を扱う部会、委員会等の設置 
2.認知症に関し、業界全体の理解を促す啓発活動 
3.業界団体による、認知症の方との契約、接客応対に関する教育研修の実施 
4.認知症の方との契約、接客応対に関する事例の共有やガイドラインの策定 
5.認知症に関する専門機関との情報交換、連携構築 
6.認知症当事者や当事者団体との情報交換、連携構築 
7.業界団体による、認知症の方の雇用や社内制度策定に関する教育研修の実施 
8.認知症の方の雇用や社内制度に関するガイドラインの策定や事例の共有 
9.認知症の方も利用しやすい環境整備に関するガイドラインの策定や事例の共有 
10.行っている取組みはない 
11.その他（                      ） 
 
Q3 「認知症」に関する課題解決に向けた取組を推進するに当たって、貴業界では現在ど
のようなことが障害になっていますか。当てはまるものをすべて選択してください。（い
くつでも） 
1.企業・団体における認知症への理解が不足している 
2.認知症に関する情報や認知症の方への対応に関するノウハウが不足している 
3.課題解決に向けた人材が不足している 



 
 

4.課題解決に向けた予算が不足している 
5.加盟企業・団体の理解や賛同が得られない 
6.当事者からの協力が得られない 
7.認知症専門機関からの協力が得られない 
8.官公庁、自治体からの協力が得られない 
9.とくに障害はない 
10.その他（                 ） 
 
Ⅱ．本年度、企業・団体等による認知症バリアフリーの取組や方針・目標等を「認知症バ
リアフリー宣言（仮称）」として公表する試行事業を実施しています。この取組の本格実
施に向けて以下の質問にお答えください。 
Q4 認知症バリアフリー宣言（仮称）制度の導入について貴業界としてどのように考えま
すか。当てはまるものを 1 つお選びください。 
1.実施すべき 
2.どちちかといえば実施すべき 
3.どちらかといえば実施すべきではない 
4.実施すべきではない 
5.分からない 
 
Q5 Q6 で「1.」または「2.」と答えた方に伺います。そのように考えた理由として、貴
業界として制度に期待する効果があれば、当てはまるものをすべて選択してください。
（いくつでも） 
1.業界全体の認知症に関する理解の向上 
2.業界全体の認知症バリアフリーの取組の促進 
3.加盟企業・団体のサービス品質向上 
4.加盟企業・団体の顧客満足の向上 
5.加盟企業・団体の就労人口増加 
6.加盟企業・団体と自治体等との連携促進 
7.加盟企業・団体と異業種との連携促進 
8.加盟企業・団体における SDGs への対応促進 
9.その他（                ） 
 
Q6 Q6 で「3.」〜「5.」と答えた方に伺います。そのように考えた理由として、当ては
まるものをすべて選択してください。（いくつでも） 
1.業界全体や、加盟企業等の認知症に関する理解の向上につながるか不明 
2.業界全体や、加盟企業等の認知症バリアフリーの取組の促進につながるか不明 



 
 

3.業界全体のイメージ向上等につながるか不明 
4.加盟企業等にとってメリットよりも負担の方が大きい 
5.業界としてこの取組を推進する必要性がない 
6.制度の効果が期待できない 
7.その他（                ） 
 
Q7 今後、「認知症バリアフリー宣言（仮称）」を本格実施する際には、貴業界団体にも可
能な範囲でのご協力をいただきたいと考えています。現時点において、貴業界団体とし
て、ご協力可能と考えられる取組はありますか。当てはまるものをすべて選択してくださ
い。（いくつでも） 
1.加盟企業・団体への宣言制度の情報提供 
2.加盟企業・団体に向けた宣言制度の説明会の開催 
3.団体 WEB サイト等広報媒体での宣言制度の周知 
4.団体 WEB サイト等広報媒体での宣言企業等の公表 
5.宣言を支援する人材の育成 
6.宣言に向けた業界団体による支援の実施 
7.協力できることはない 
8.その他（              ） 
 
Ⅲ.令和４年度以降、企業・団体等による認知症バリアフリーの取組を評価し、「認証」を
行う「認知症バリアフリー認証」制度について、認知症バリアフリー宣言（仮称）の実施
状況等も踏まえつつ、制度のあり方等について具体的に議論していくこととしています。
制度のあり方等の検討に資するため、以下の質問にお答えください。 
 
Q8 認知症バリアフリー認証制度の導入について貴業界としてどのように考えますか。当
てはまるものを 1 つお選びください。 
1.実施すべき 
2.どちちかといえば実施すべき 
3.どちらかといえば実施すべきではない 
4.実施すべきではない 
5.分からない 
 
Q9 Q10 で「1.」または「2.」と答えた方に伺います。そのように考えた理由として、業
界団体として制度に期待する効果があれば、当てはまるものすべて選択してください。
（いくつでも） 
1.業界全体の認知症に関する理解の向上 



 
 

2.業界全体の認知症バリアフリーの取組みの促進 
3.加盟企業・団体のサービス品質向上 
4.加盟企業・団体の顧客満足の向上 
5.加盟企業・団体の就労人口増加 
6.加盟企業・団体と自治体等との連携促進 
7.加盟企業・団体と異業種との連携促進 
8.加盟企業・団体における SDGs への対応促進 
9.その他（                ） 
 
Q10 Q10 で「3.」〜「5.」と答えた方に伺います。そのように考えた理由として、当て
はまるものをすべて選択してください。（いくつでも） 
1.業界団体や、加盟企業等の認知症に関する理解の向上につながるか不明 
2.業界団体や、加盟企業等の認知症バリアフリーの取組みの促進につながるか不明 
3.業界全体のイメージ向上等につながるか不明 
4.加盟企業等にとってメリットよりも負担の方が大きい 
5.認証を得るためにかかる費用が不透明 
6.認証された企業の質の担保が不透明 
7.既に実施されている自治体による認証制度との棲み分けが不明 
8.業界としてこの取組を推進する必要性がない 
9.認知症バリアフリー宣言との違いがわからない 
10.制度の効果が期待できない 
11.その他（           ） 
 
Q11 今後、「認知症バリアフリー認証」制度を創設した場合、その普及に向け、貴業界団
体として、ご協力可能と考えられる取組はありますか。当てはまるものをすべて選択して
ください。（いくつでも） 
1.加盟企業・団体への認証制度の情報提供 
2.加盟企業・団体に向けた認証制度の説明会の開催 
3.団体 WEB サイト等広報媒体での認証制度の周知 
4.団体 WEB サイト等広報媒体での認証企業等の公表 
5.認証取得を支援する人材の育成 
6.認証取得に向けた業界団体による支援の実施 
7.認証制度を検討する場への参加 
8.協力できることはない 
9.その他（               ） 
 



 
 

★（金融系のみ）企業・団体等が認知症バリアフリー宣言や認証の取得をすることで、金
融機関からの金利優遇や ESG 投資等における加点の可能性はありますか。 
1.宣言、認証ともにある 
2.宣言であれば可能性がある 
3.認証であれば可能性がある 
4.宣言、認証ともに可能性はない 
 
Q12 「認知症バリアフリー宣言、認証」制度に関して、ご意見等ございましたらお寄せ
ください。（自由回答） 
 
 
 
 
  



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
本件についてのお問合せ先 
 

  一般財団法人 日本規格協会 標準化研究センター 
〒108-0073 東京都港区三田 3 丁目 13 番 12 号 
TEL：050-1742-6435 MAIL：ssc@jsa.or.jp 

 
 

報告書の無断転載は固く禁止致します。 

本報告書は「厚生労働省令和 3 年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増
進等事業」で実施したものの成果である。 

mailto:ssc@jsa.or.jp

